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前 文

平成２４年１月に国立社会保障・人口問題研究所が公表した「日本の将来

推計人口」（出生中位・死亡中位推計）によれば、我が国の人口は、平成３

８年に１億２０００万人を下回り、平成６０年には１億人を下回ると推計さ

れている。

このような人口減少社会に入ることにより、社会経済や地域社会の状況は

大きく変容しようとしている。将来、一層の人口減少が進む中においても、

集落の数自体は人口ほどは減少せず、人々は国土に点在して住み続け、単独

世帯が増大すること等が予想されている。人々の暮らしを支える対人サービ

スの重要性は益々 高まっていく。 基礎自治体によるサービス提供体制を持

続可能なものとしていくことが求められている。人口が収縮していく中で、

都市構造や土地利用のあり方の見直しについても、基礎自治体が適切に役割

を果たしていくことが求められている。

人口減少下にあっても、経済を持続可能なものとし、人々が全国で安心し

て快適な暮らしを営んでいけるようにしていくためには、大都市等の果たす

べき役割は、今後さらに増大するものと考えられる。大都市等は安心安全な

生活空間を形成することにより、第三次産業を中心に経済をけん引していく

ことが期待されている。

言うまでもなく、大都市はひとり大都市のみで存立できるものではない。

他の基礎自治体と相互依存することで成り立っている。大都市等のあり方の

見直しは、基礎自治体そのものや広域自治体のあり方にも大きく影響するも

のである。

当調査会は、平成２３年８月２４日に「住民の意向をより一層地方公共団

体の運営に反映できるようにする見地からの議会のあり方を始めとする住民

自治のあり方、我が国の社会経済、地域社会などの変容に対応した大都市制

度のあり方及び東日本大震災を踏まえた基礎自治体の担うべき役割や行政体

制のあり方」について諮問を受け、５回の総会と３６回の専門小委員会にお

いて、関係団体からの意見聴取を含め、調査審議を行ってきた。諮問事項の

うち、「 議会のあり方を始めとする住民自治のあり方」 に関しては、 平

成２ ３年１２月１５日に「地方自治法改正案に関する意見」を提出した。

平成２４年１月１７日の第３回総会以降「大都市制度の改革及び基礎自治

体の行政サービス提供体制」について、上に述べたような基本的な認識に立

ち調査審議を進め、以下の結論を得たのでここに答申する。

第１ 大都市を含めた基礎自治体をめぐる現状と課題

１ 現状認識

（１）我が国における今後の基礎自治体の役割

少子高齢化が進行し、我が国が人口減少社会となったことは否定できない
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事実である。人口減少が進む中にあっても集落の数はそれほど減少せず、人

々は国土に点在して住み続け、単独世帯も増加していく。医療、介護、教育、

交通、災害対応等の分野において、住民に身近な基礎自治体の役割が増え、

住民一人当たりの行政コストも増大することが見込まれている。このことを

前提にして、これからの我が国のあり方を真剣に考えていくことが必要であ

る。

人口減少下にあっても、経済を持続可能なものとし、国民が全国で安心し

て快適な暮らしを営んでいけるような国づくりが必要となっている。このた

めには、まず、人々の暮らしを支え、経済をけん引していくのにふさわしい

核となる都市やその圏域を戦略的に形成していくことが必要である。その上

で、 全国の基礎自治体が人々 の暮らしを支える対人サービスをどのような

形で持続可能に提供していくかが問われているのである。

三大都市圏（東京圏、関西圏、名古屋圏）においては、これまで比較的緩

やかであった高齢化が今後急速に進行するとともに、高度経済成長期に整備

した社会資本が一斉に更新期を迎える。三大都市圏では、このように増加す

る行政課題に対応しつつ、 経済の成熟化、 グローバル化の進展など、 構

造的な転換期を迎える中で、引き続き我が国の経済をけん引する役割を果た

すことが求められている。

指定都市、中核市、特例市のうち地域の中枢的な役割を果たすべき都市

（ 以下「 地方中枢拠点都市」 という。） を核とする圏域においては、

地方中枢拠点都市を中心とする広域連携を進め、三大都市圏と並んで地域の

個性を発揮し、我が国の経済をけん引する役割を力強く果たしていくことが

求められている。

また、地方圏のうち地方中枢拠点都市を核とする圏域以外の地域について

も、中心市と近隣の基礎自治体との間で都市機能の「 集約とネットワーク

化」を進めることによって、引き続き住民が安心して生活できる基盤を維持

していくことが必要である。

（２）東日本大震災の教訓と課題への対応

平成２３年３月に発生した東日本大震災によって、地方公共団体の職員

自身が被災し、災害対応の拠点となるべき庁舎が壊滅する事態が生じた。

住民を把握するための住民基本台帳データも喪失するなど基礎自治体の行

政機能そのものが失われ、大災害時において基礎自治体がその行政機能を

維持することの重要性が改めて浮き彫りになった。

被災した市町村の支援に関しては、近隣の市町村や都道府県のみならず、

遠方の市町村、特別区や都道府県が広域的な対応を積極的に行った。東日

本大震災の後、遠方の地方公共団体と災害時相互応援協定を締結したり、

情報途絶対策等を拡充したりするなど、行政機能を維持するための地方公

共団体間の広域的な連携や事前の備えへの機運が醸成されてきている。
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災害関係法制においては、順次法改正が実施され、人命にかかわるような緊

急性の極めて高い応急措置に加えて、避難所運営支援、巡回健康相談等への

応援業務の対象の拡大や市町村・都道府県の区域を越える被災住民の受入れ

に関する都道府県・国による調整規定の創設など、所要の見直しが進みつつ

ある。

さらに、原発事故災害の影響により住所地以外への避難を余儀なくされ

ている方々 に対しては、「 東日本大震災における原子力発電所の事故によ

る災害に対処するための避難住民に係る事務処理の特例及び住所移転者に

係る措置に関する法律」（ 原発避難者特例法） に基づき避難先の市町村、

特別区等により行政サービスが提供されるとともに、避難元市町村による

避難場所に関する証明書の交付等により、避難生活に極力支障が生じない

ような対応が行われてきた。

このように、東日本大震災の教訓を基に、災害対策面においては、地方

公共団体間の広域的な連携や、都道府県の役割の強化など、必要な対応が

進められつつある。

２ 三大都市圏・地方圏の課題

（１）三大都市圏の抱える課題

三大都市圏は、これまで地方圏に比べて高齢化の進行が緩やかであったが、

団塊の世代を中心に今後急速に高齢化が進行していく。これまで地方圏が高

齢化の進行に応じて徐々に対応してきた行政課題について、三大都市圏にお

いては今後極めて短期間のうちに対策を講じることが必要である。また、高

齢者医療、介護や生活保護などの行政需要が急増することへの対応や、独居

老人や老老介護の問題など、家族やコミュニティの機能の低下への対応も必

要になる。一方で、人口減少に歯止めを掛けるためには、出生率を回復する

ことが必要である。三大都市圏には若い世代が比較的多いことを踏まえると、

三大都市圏は少子化対策においても果たすべき役割が大きい。

三大都市圏においては、人々を支えるコミュニティの機能が低下し、人と

人とのつながりが希薄化している。暮らしを支える対人サービスの重要性が

高まる中で、住民の視点から公共サービスを考えていくためにも、住民自治

を拡充していくことが重要である。

また、高度経済成長期に整備した社会資本が一斉に更新時期にきており、

これまでと同様の社会資本を維持し続けるのかどうかなど、社会資本整備の

あり方の見直しも問われている。東日本大震災を教訓として、人口・産業が

集中している三大都市圏においては、大規模災害時における住民の避難のあ

り方、生活機能や経済機能の維持等への対策を講じていくことも必要である。

三大都市圏には、規模・能力が一定以上あるが面積が狭い都市が圏域内に

数多く存在する。効率的・効果的な行政体制を構築し、今後の急速な高齢化

や社会資本の老朽化に対応するためには、自主的な市町村合併や基礎自治体
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間の広域連携を進めることが必要である。

さらに、通勤、通学、経済活動等の範囲が、行政区域をはるかに超えてい

る三大都市圏においては、圏域全体を対象とした行政サービスの提供やその

調整などが必要である。

（２）地方圏の抱える課題

地方圏は、三大都市圏に先行して、すでに高齢化や人口減少といった課題

に直面してきた。人々が快適で安心して暮らせる都市環境を確保するととも

に、三大都市圏から地方圏への人の流れを作るためにも、地域を支える拠点

の構築が課題となる。

このため、平成２１年以降、人口５万程度以上で昼夜間人口比率１以上等

の要件に該当する中心市を持つ圏域において定住自立圏施策が進められ、平

成２５年４月１日現在で、８４市（人口４万未満の複眼型中心市５市を含

む。）が中心市宣言を行っている。しかしながら、相当の都市機能の集積が

あり、より大きな圏域人口をカバーすることができる指定都市や中核市等の

人口規模の大きな都市においては、このような都市機能の「 集約とネット

ワーク化」の取組が進んでいないのが現実である。

今後は、地方中枢拠点都市を核に、都市機能、生活機能を確保するととも

に、「 集約とネットワーク化」 を進めることが重要である。

このような地方中枢拠点都市や定住自立圏の中心市等の一定以上の人口規

模のある都市から相当の距離があるような地域については、基礎自治体間の

広域連携だけにより課題を解決することは難しいものと考えられる。今後は、

このような地域において基礎自治体が提供すべき行政サービス等に関して、

都道府県が地域の実情に応じて補完的な役割をより柔軟に果たすことも必要

である。

３ 制度改革等の必要性

（１）大都市等に関する地方自治制度の改革による対応

大都市等に関する地方自治制度としては、昭和３１年に特別市制度に代

えて指定都市制度が創設された後、指定都市に準ずる規模の都市に規模・

能力に応じた事務移譲を進めるため、平成６年、１１年にそれぞれ中核市

制度、特例市制度が創設された。その後、中核市については人口要件以外

の要件が撤廃され、指定都市については合併団体に対する運用上の人口要

件が一時緩和された。現在、指定都市、中核市、特例市に指定されている

市の数は、それぞれ２０、４２、４０に増加している。

その結果、指定都市、中核市、特例市に指定されている都市も多様にな

り、各制度において一律に決められる事項と各都市のそれぞれの状況に対

応しなければならない事項とが生じている。

また、都区制度は、昭和１８年以降東京のみに適用されており、累次の
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改革において特別区への事務移譲等が進められてきた。

先に述べた三大都市圏や地方中枢拠点都市を核とする圏域の抱える課題

に対しては、規制等に係る個別法の見直しや、重点的な社会資本整備など

様々な対策を国として戦略的に実施することが必要である。これと並んで、

大都市等に関する地方自治制度のあり方を議論することが必要な時期が到

来している。

このような中で、新たな大都市制度や、現行の指定都市、中核市、特例市、

特別区に係る制度の見直しについて、各方面から様々な提案が行われている。

この際、大都市等における効率的・効果的な行政体制の整備や住民の意思

がより適切に行政に反映される仕組みづくりについて、地方自治制度の改革

によって対応すべき点を検証し、その解決方策を示すことが必要である。

また、このことは、明治以来の区域を継承している都道府県についての議

論、ひいては広域自治体のあり方の議論にもつながっていくものとなる。

（２）基礎自治体における行政サービス提供体制についての制度的対応

平成１１年以降、全国的に市町村合併が積極的に推進され、市町村合併

は相当程度進捗したが、依然として相当数の小規模市町村があること等を

踏まえると、引き続き行財政基盤の強化を図ることが必要である。

自主的な市町村合併に対しては、引き続き必要な支援措置を講じていく

ことが重要である。しかしながら、今後短期間で市町村合併が大幅に進捗

するような状況にあるとは言い難い。今後の基礎自治体の行政サービス提

供体制については、自主的な市町村合併や市町村間の広域連携、都道府県

による補完などの多様な手法の中でそれぞれの市町村が最も適したものを

自ら選択できるようにしていくことが必要である。

現行の地方自治法に基づく事務の共同処理の制度（一部事務組合及び広

域連合、協議会、機関等の共同設置並びに事務の委託）においては、それ

ぞれの効果が法定されている。今後必要となる地方中枢拠点都市を核とす

る圏域及び定住自立圏における市町村間の広域連携や都道府県による市町

村に対する補完を進めるためには、これまでの共同処理の方式よりも柔軟

な地方公共団体間の関係を構築することが求められるものと考えられる。

これを踏まえた制度面での対応が必要である。

また、合併市町村においては、行財政の効率化等の成果が現れつつある

が、併せて行政区域の広域化に伴う課題なども顕在化している。課題の解

決に取り組む合併市町村に対しては、合併の効果を最大限に発揮できるよ

う適切な支援を行っていくことが必要である。

第２ 現行の大都市等に係る制度の見直し

（略）
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第３ 新たな大都市制度

（略）

第４ 基礎自治体の現状と今後の基礎自治体の行政サービス提供体制

１ 「平成の合併」の経緯と現状

人口減少・少子高齢化の進行等に対応して、地方分権の担い手となる基

礎自治体にふさわしい行財政基盤を確立することが強く求められ、平成１

１年以降、全国的に市町村合併が積極的に推進された。

その効果については、少子高齢化や人口減少の歯止め、出生率の回復と

いった点は長期的に評価していく必要があるが、短期的には、職員配置の

適正化等の行財政の効率化や、広域的なまちづくりの推進などの成果が現

れているものと評価することができる。

市町村合併によって組織が専門化したり、専門職員が増加したりするこ

とによって体制が充実した市町村がある一方で、合併後も人口規模が小さ

な市町村においては、依然として専門職員が不足している場合があるなど、

市町村合併の効果の発現には、一様でない面がある。

市町村合併による行政区域の広域化に伴い、旧市町村地域の振興や公共

施設等の統廃合の難航等の課題に加え、住民の立場からは、住民の声の行

政への適切な反映などについて課題が生じている場合がある。

このような課題の解決に向け、それぞれの合併市町村においては、コミ

ュニティ活動等を行う団体への地域単位での支援、コミュニティバスの運

行・エリアの拡大、地域のイベントや祭りの実施及び伝統文化の保存・継

承への支援、 支所機能の充実によるサービスの維持・ 向上等、 様々 な

取組を実施している。

合併市町村における支所や出張所、自治会などについては、コミュニテ

ィの維持管理や災害対応において重要な役割を果たしていると考えられる。

しかしながら、地域によっては支所・出張所の適正配置の努力が必要なと

ころもあり、地域の実情に応じた取組が進められるよう留意すべきである。

「平成の合併」により市町村の面積が拡大する等市町村の姿が大きく変

わった面がある。市町村の安定した財政運営を可能にするとともに、地域

の実情を踏まえ、住民自治を強化するためにも、支所機能を適切に活用す

る等の取組を継続的に進めることができるようにすることが必要である。

このような観点から、市町村合併による行政区域の広域化を踏まえた財政

措置を講じる必要がある。

なお、小規模な市町村においても、住民が行政に積極的に参画すること
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により、持続可能な行政サービス提供体制を構築しようとする真摯な試み

が見られることに留意すべきである。

２ 基礎自治体による事務の共同処理等の現状と課題

（１）市町村間の広域連携や都道府県による補完の必要性

人口減少・少子高齢社会における今後の基礎自治体の行政サービス提供

体制については、基礎自治体の担うべき役割を踏まえ、自主的な市町村合

併や共同処理方式による市町村間の広域連携、都道府県による補完などの

多様な手法の中で、それぞれの市町村がこれらの中から最も適したものを

自ら選択できるようにしていくことが必要である。

中でも、将来的に近隣市町村との共同処理を行うことが必要と考える市

町村は多く存在し、市町村間の広域連携を一層進めていこうとするニーズ

は高い状況にある。市町村が基礎自治体としての役割を果たしていく上で、

市町村間の広域連携は有効な選択肢であり、その積極的な活用を促すため

の方策を講じるべきである。

さらに、自ら処理することが困難な事務について、将来的に都道府県が

処理することが必要と考える市町村があり、都道府県の補完にも一定のニ

ーズがある。都市機能が集積した都市から相当離れていること等の理由か

ら、市町村間の広域連携によることが困難な場合には、都道府県による補

完も重要な選択肢であり、これに資する方策を講じるべきである。

（２）現行の事務の共同処理制度の特徴

現行の地方自治法では、事務の共同処理の制度について、一部事務組合

及び広域連合、協議会、機関等の共同設置並びに事務の委託の各方式が定

められ、その効果が規定されている。全国の市町村においては、広域市町

村圏施策が展開されて以降、現行の制度を活用して相当の成果が上げられ

ている。

しかしながら、現に事務の共同処理を行っている市町村から、事務の共

同処理の各方式について、それぞれの制度の特徴により、例えば、一部事

務組合や協議会については迅速な意思決定が困難ではないか、機関等の共

同設置については中心的な役割を果たす市町村の負担が大きいのではない

か、事務の委託については委託団体が受託団体から事務処理の状況等の情

報を把握することが困難なのではないか等の指摘があることも事実である。

３ 具体的な方策

（１）新たな広域連携の制度の必要性

広域連携を一層進めていくため、現行の事務の共同処理の制度に加え、

より弾力的な広域連携の制度を設けることとすべきである。

人口減少・少子高齢社会においては、中心市と近隣市町村が相互に役割
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分担を行い連携・協力することにより、圏域全体の活性化を図ることを目

的とする定住自立圏のような仕組みが重要である。現行の定住自立圏形成

協定の仕組みにおいては、実際に事務の共同処理を実施していくに当たっ

て、その内容に応じて定住自立圏形成協定とは別に地方自治法上の事務の

共同処理に係る規約を定めることが必要となる。

市町村間の広域連携を一層促していくためには、現行の地方自治法に定

める事務の共同処理の方式のほか、地方公共団体間における柔軟な連携を

可能とする仕組みを制度化すべきである。

地方公共団体間における柔軟な連携の仕組みを制度化する場合、合意形

成の手続、合意の実効性を確保するための調整方法、その他民法上の契約

等では不十分と考えられる点をどのように補うかという観点から、検討す

ることが必要である。

広域連携の仕組みを活用しようとする市町村、とりわけ条件不利地域に

ある市町村において、近隣の市町村が連携を望まない場合や、対象事務に

ついて協議が調わない場合などに、どのように広域連携を進めていくかに

ついても検討を進める必要がある。

（２）地方圏における市町村間の広域連携のあり方

三大都市圏以外の地方圏においては、地方中枢拠点都市を核に、産業振

興、雇用確保、広域観光、高度救急医療、介護、障害者福祉、広域防災、

人材育成等の分野において、 都市機能の「 集約とネットワーク化」 を図

っていくことが重要である。

このような地方中枢拠点都市を核とする圏域以外で定住自立圏施策の対

象となりうる地域においては、その取組を一層促進することが必要である。

このような都市機能の「集約とネットワーク化」の取組を一層促進するた

めには、地方中枢拠点都市の担うべき役割を整理すべきである。その上で、

圏域における役割に応じた適切な財政措置を講じる必要がある。

（３）三大都市圏の市町村

市町村合併があまり進捗しなかった三大都市圏の市町村においては、地

方圏を上回る急速な高齢化が進行するとともに、人口急増期に集中的に整

備した公共施設の老朽化が進み、一斉に更新時期を迎える。

三大都市圏には面積が小さな市町村が数多く存在しており、公共施設の

円滑な利活用や一体性のある広域的なまちづくりに支障が生じている。

今後の市町村合併については、それぞれの市町村の自主的な選択を尊重

することを前提とした上で、市町村の判断材料となるよう、市町村合併の

成果や課題について、特に三大都市圏の市町村に対し、十分な情報提供が

行われることが必要である。

地方公共団体間での柔軟な連携の仕組みについては、三大都市圏の市町



- 10 -

村間の広域連携を促していくことにも資するものとすることが必要である。

その際、 三大都市圏においても都市機能の「 集約とネットワーク化」 の

考え方は有効である。しかしながら、三大都市圏においては、規模・能力

は一定以上あるが昼夜間人口比率が１未満の都市が圏域内に数多く存在す

るため、基礎自治体が提供すべき行政サービス等について、核となる都市

と近隣市町村との間の「集約とネットワーク化」を進める地方圏での方策

をそのまま応用することは適切ではない。各都市が異なる行政サービスや

公共施設の整備等に関して、水平的・相互補完的、双務的に適切な役割分

担を行うことが有用であり、そのような水平的役割分担の取組を促進する

ための方策を講じるべきである。

（４）市町村間の広域連携の促進に向けた留意点

今後、市町村間の広域連携を一層促していくに当たっては、連携するメ

リットを住民にわかりやすく示すことが必要である。特に、既に一定の規

模・能力を備え、広域連携において中心的な役割を果たすべき都市（地方

中枢拠点都市や定住自立圏施策における中心市）と近隣の市町村が連携を

行う場合には、それぞれのメリットが示される必要がある。同時に、中心

的な役割を果たすべき都市のリーダーシップのあり方や、市町村間の新た

な広域連携の仕組みを踏まえた財政措置のあり方、さらには法的責任の所

在や構成団体の住民に対する説明責任のあり方についても検討を進めるべ

きである。

なお、市町村間における民法上の契約等、地方自治法に基づかない広域

連携についても、実際に広く実施されていることから、このような手法を

含めて、連携を促していくべきである。

また、市町村が連携して民間部門等を活用する取組は、災害対応や監査、

福祉などの分野において有効であり、特に民間部門等の専門的な人材の活

用も有用である。市町村の技術系職員等の有する知識や技術を継承できる

よう、専門的な人材を共同で確保することも考えられる。

これらの広域連携の取組によって、それぞれの地域が、それぞれの有す

る都市的な機能の魅力、自然環境の魅力等を高め、人々が地域に誇りを持

って住み続けようと思えるような地域づくりを推進する必要がある。

さらに、三大都市圏の住民を地方圏に呼び込むなど、交流人口を増やす

取組の必要性も高まっており、近隣の都市圏域を越えた遠方の市町村との

連携・交流など、交流人口の増加という視点も重要である。

（５）都道府県による補完

小規模な市町村などで処理が困難な事務が生じた場合において、地方中

枢拠点都市や定住自立圏の中心市から相当距離がある等の理由から、市町

村間の広域連携では課題の解決が難しいときには、当該市町村を包括する
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都道府県が、事務の一部を市町村に代わって処理する役割を担うことも考

えられる。

現行法においては、市町村の事務を都道府県に委託しようとする際、都

道府県に当該事務を処理する体制がない場合等に、当該事務の委託はふさ

わしくないものとされてきた。市町村優先の原則や行政の簡素化・効率化

という事務の共同処理制度の立法趣旨に留意しつつ、地方公共団体間の柔

軟な連携の仕組みを制度化し活用することにより、都道府県が事務の一部

を市町村に代わって処理することができるようにすべきである。

なお、小規模市町村における事務処理の確保を考えるに際しては、各市

町村の地理的条件や社会的条件が多様であることに鑑み、行政の効率化等

の観点のみにとらわれることなく、地域の実情を十分踏まえることが必要

である。


